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１．背景と目的 

 新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言や自粛生活により、コロナ禍前の大

学生活で体験したであろう様々な経験や機会をこれまで多くの学生が逃してきたと考えら

れる。コロナ禍で変化した大学生活において、感染拡大が繰り返される状況の中で授業形

態が頻繁に変化し、コロナ禍を理由とした休学・退学や経済的困窮など様々な弊害も生じ

ている。そのような状況の中で、学生の意識や行動は大きく変容してきたと考えられる。

そこで、本研究ではコロナ禍での社会的課題の 1つとして学生生活への影響を分析し、特

に大学生の意識・行動変容と充実度に焦点を当てて考察を行う。コロナ禍での人の行動等

を分析した研究として、Muto (2020)や Yamamura et al. (2022)などが挙げられるが、先行研

究の多くでは人々の行動変容と暮らしの充実度に関する研究までには及んでいない。 

 本研究では新型コロナウイルス感染症に係る社会的変化、感染状況の地域差や大学の方

針の違い等により、学生の価値観や行動にどのような影響を与えてきたのかオントロジー

工学及び経済学的視点から分析する。コロナ禍における日常生活や大学生活への影響や学

生の受け止め方を分析することにより、次なる感染症拡大等の緊急事態が生じた際の適切

な対応策・支援策を考える上での一助となることを目的とする。 

 

２．分析方法 

 本研究では、ヒアリングとアンケートにより、大学生活や個人活動の変化を中心に学生

の緊急事態の捉え方や価値観の概念体系を明示化する。コロナ禍での変化をポジティブに

捉える人とネガティブに捉える人が存在し、それら学生の行動パターンが暮らしの充実度

にどう影響したかを調査分析することで、同様の事態が発生した際の対策について考察す

る。行動パターンには行動だけでなく物事の捉え方や価値観を含めて分析する。具体的に

は、ヒアリング調査（調査対象者：大学生と大学院生 11人）を実施し、それに基づいて大

学生活についてのプレアンケート調査（インターネット調査、調査対象者：大学 3年生と

4年生、サンプル数：1,105人）を行った。プレアンケートにより、性別、学年別、緊急事

態宣言対象地域別に対象者を絞り込み、テキストマイニングや行為分解木手法を用いて、

ポジティブとネガティブの影響に関する自由記述から構造が類似した 28 の行動パターン

を抽出した。それらの大学生活の行動に関して定量評価するために、行動・意識変容に関

するアンケート（インターネット調査、調査対象者：大学 2 年生～4 年生、サンプル数：

1,236人）を実施し、そこから行動パターンのトップ 12を抽出し、その行動パターンと大

学生活や暮らし全体における充実度について重回帰分析等を行っている。 
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３．結果 

行動・意識変容に関するアンケートの分析結果から、もっとも多くの学生がとった行動

パターンは、「会いたいときに会えるということが当たり前ではないことに気づいた」であ

り、次は「人との繋がりが重要だと思うようになった」であった。12の行動パターンと充

実度に関する重回帰分析を行った。被説明変数を大学生活における充実度にした場合、ポ

ジティブな影響を与えている行動パターンは、「オンライン授業を通じて、より効率的に物

事を進めることができるようになった」(β＝0.13)であり、ネガティブな影響を与えてい

るのは、「入学後のイベントがすべてなくなり、大学生活への意欲や学習意欲が低下した」

（β＝-0.22）、「当たり前にできたことができなくなった」(β＝-0.09)であった。一方、

被説明変数を暮らし全体の充実度にした場合、ポジティブな影響を与えている行動パター

ンは、「オンライン授業を通じて、より効率的に物事を進めることができるようになった」

(β＝0.19)であり、ネガティブな影響を与えているのは、「入学後のイベントがすべてなく

なり、大学生活への意欲や学習意欲が低下した」（β＝-0.17）、「当たり前にできたことが

できなくなった」(β＝-0.13)であった。オンライン授業で時間的に余裕ができ、暮らし全

体が充実したものと示唆される。また、行動パターンと充実度の分析結果として、大学生

活や暮らし全体における充実度では男性のほうが充実しているという結果となった。学年

別における充実度に関しては 2年生は比較的充実度が高く、学年が上がるほど充実度は下

がっていた。さらに、緊急事態宣言対象地域の学生のほうが充実度は高いことが分かった。 

 

４．考察 

コロナ禍前の大学生活を経験した学年ほど充実度は下がっており、大学生活に対する捉

え方の違いから差が生じていると考えられる。また、行動制限がある緊急事態宣言対象地

域の学生のほうが充実度は高い。感染症拡大等の緊急事態が生じた際に、彼らはポジティ

ブな捉え方をし、あるいは行動制限を受けた時に新たな行動で対処するなどの傾向が見ら

れる。ただし、充実度は男性のほうが高く、充実度が高まるように意識や行動を踏まえた

対策をとっていることが見出された。さらに、暮らしへの影響は情報からも受けており、

情報源で行動を見直す傾向もあることから行動変容を促進するために、いかに効果的にか

つ適切な情報を伝えるかが鍵となるだろう。 
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